




































































































































































1968 年に KK社が F社に買収され，さらに






















































































































































































こととなった 9）。S 社の F社明石工場との取引
は，売上に占める割合でみると，かつては最高












1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
4.2％ 3.6％ 2.5％ 2.9％ 4.4％ -1.5％ 2.2％ 3.2％










社の 100% 子会社である FK社新潟工場（2002
年から現在の社名の FF社）に 2001 年 11 月か
ら移管した 10）。
当時，ATM市場にて競争していた企業の
シェアは，順に 1 位が F社，2 位が OD社，3
位がH社，4位がO社であった。2004年10月に，















































































































2000 年 6 月にしてようやく合格点に達した（最
初は 45 点，2 回目 61 点，3 回目 75 点）。そし




月に閉鎖），1993 年 4 月の TES 社の合併に伴
う佐賀事業所，1998 年 5 月の熊本県の合志事
業所（2008 年 10 月から本社）を主力とする（そ






































































の諸課題に何とか対応しながら，2000 年 6 月
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ないし O社向けの改札・券売機事業が，それ
ぞれ 20 ～ 30% の売上比率となっている（図 2
を参照）。実際，半導体事業の不調が，ツイン
テック全体の売上高の減少につながっている。































































































































称を変え，2005 年 9 月 21 日付で北斗電子工業
株式会社をコア企業とする新連携の認定を受け

















　本稿は，2003 年 12 月 22日 16：00 ～ 17：00（60 分），
2006 年 2 月 2日 13：00 ～ 15：00（120 分）に株式会
社ツインテック，また 2007 年 6 月 5日 16：30 ～ 17：
00（30 分），2007 年 8月 16日 13：40 ～ 17：00（200 分），
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注
1 ） 製造業に占める下請中小企業の比率は，1981 年
















































9） 以下の記述は，2007 年 11 月 29 日 13：40 ～ 16：
10 に S 社神美事業所にて同社の常務取締役に対
して実施したヒアリング調査に基づく。





員数 18 万 7,000 人（2001 年 3 月期末現在）の 1
割弱にあたる 1万 6,400 人の大幅なリストラ計画
を 2001 年 8月に発表し，その後 4,600 人を上積み
し，計 2万 1,000 人の削減を予定していた（『日本
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